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我が国のエネルギー統計
EnergyStatisticsinJapan

1 ．はじめに

エネルギー関係者の多い本研究会の読者の間でも一

部の人々を除けば，エネルギー統計は必ずしもなじみ

でないことが多いかもしれない．1973年に始まる2回

のエネルギー危機によって，一般の人々のエネルギー

問題への関心は高まり，さまざまな調査や研究がなさ

れるようになった．たとえば，わが国のエネルギーの

供給構造，あるいは消費の構造を明らかにしようとす

る研究などが盛んになった．このような広くいえば，

エネルギー経済に関する分析は技術の研究にひけをと

らない重要な問題である．このような際に基礎になる

のがエネルギー統計である．石油危機以前はエネルギ

ー統計に関する関心も薄く，また統計も十分でなかっ

たが，最近は官民でさまざまな努力がなされ,事態は

すこしずつ改善されているようである．

本特集では，専門家の方々によりそれぞれの分野毎

の統計の解説がなされるのでここではわが国のエネル

ギー統計全般について，専門でない読者の方々を対象

に解説を行うことにする

またここでは狭い意味での統計ばかりでなく，各分

野の現状を知るための便覧的なものについても紹介する．

あわせて各統計に対･して利用者側の立場からいくつ

かの注文を述べてみたいと思う．

2．一般の統計の中におけるエネルギー統計

の位置づけ

一般の人々がエネルギー関係の統計に触れるチャン

スはどれくらいあるであろうか．たとえば，日本工業

新聞社は主に広い意味でエネルギーに関心を持つ人々

を対象に「エネルギー」という雑誌を出しているが，

その巻末にいくつかのエネルギー関係の統計が載って

いる．その主なものは原油・粗油，石油製品,LPG
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LNGの輸入価格，油種別輸入量，世界主要国の原油

生産量，9電力会社の電灯・電力需要実績，わが国原

子力発電所の設備利用率である．この内容に関しての

率直な印象としては一部はエネルギー統計としては

やや一般的でないような気がするが，筆者の知る範囲

ではこの雑誌以外に多くの人々の目に触れる統計はな

いような気がする．（財)エネルギー経済研究所ではそ

の機関誌「エネルギー経済｣29)を発行しており，その

巻末にはエネルギー関係の統計が載っているが，この

雑誌自体は会員配布で必ずしも一般的でない．

またより広い経済統計の中でエネルギー統計がどれ

くらいの位置を占めているか見てみよう．そのために

は最も簡便な「経済要覧｣'1)が適当であろう．この統

計に含まれているエネルギー関係の統計を列挙すると

次の通りである．

①石炭需給，②石油製品の部門別需要，③発電電力量，

④電力の産業別需要，⑤エネルギー源別のエネルギー

需給実績，⑥各国のエネルギー生産消費などである．

基本的なエネルギー統計を押さえているようには思え

るが，ページ数でいえば約02％でしかない．「経済要

覧」は多くの官庁，企業，調査研究機関で広く利用さ

れている統計であるから，このことは調査の専門家で

あってもエネルギー経済の専門家でなければ，エネル

ギー統計はあまりなじみがないことを意味するものと

いえよう．

3．エネルギー需給バランス

わが国のエネルギー需給を体系的に捉えた公的エネ

ルギー統計としては，いわゆる赤本とよばれる「総合

エネルギー統計｣2)が知られており，また広く使われて

いる．その主な内容は表1の通りである．

この統計の核となっているのはわが国におけるフロ

ーを捉えたエネルギーバランスである．しかし利用者

側からいえばいろいろな問題点がある．

毎年発行される統計毎に昭和28年からの統計が載っ
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表1総合エネルギー統計の主な内容

1．総合エネルギー需給バランス

輸入あるいは国内生産された1次エネルギーが電

力，石油などの転換部門で2次エネルギーに転換さ

れ，最終的に消費されるまでのフローを表す.昭和

28年度からのデータがある．

2．1次エネルギー供給構造

水力，石炭，石油，天然ガス，木炭，薪などの1

次エネルギーの構成の推移を示す．

3．石油

原油需給，原油地域別国別輸入量，石油製品需給，

石油精製設備の能力など．

4．石炭

石炭需給，国内地域別炭種別生産，産業別石炭需

要，地区別埋蔵量，国内炭地域別生産条件，コーク

ス需給，国内炭需給実績など．

5．電力

発電設備，発電電力量，電灯電力需要実績，発電

用燃料実績，燃料価格，火力発電所効率など．

6．ガス，原子力，海外エネルギー，その他

天然ガス需給，都市ガス需給，原子力発電設備一

覧，ウラン埋蔵量，核燃料加工施設，国際エネルギ

一需給など．

ているのは大変便利であるが，統計自体に関しては，

①エネルギーバランスの表現が国際統計との対応が不

十分であり，利用しにくい．

②需要部門の分類が少な過ぎるしまた古い．たとえば

産業部門は農林水産，鉄鋼，エネルギー，その他だけ

であり，輸送部門も細分化されていない．

③発熱量の評価にも多少問題がある．

毎年同じ統計を古い年度の再掲載するよりは，近時

点に限定し統計自体をもっと充実する必要があるよう

に思える．

以上，述べた総合エネルギー統計の問題点を大幅に

改良したのが，日本エネルギー経済研究所による「エ

ネルギー・バランス表」である．これについては本号

に同研究所の松井賢一氏が詳細な解説を載せているの

で，詳細は省略するがおおよそは次の通りである．

表，つまりエネルギーバランス表は横方向にエネル

ギー種別,縦方向に部門をとり，わが国で輸入あるい

は生産（採掘）された1次エネルギーが，電力，石油

などの部門で転換され，2次エネルギーとして産業，

輸送，民生の各部門で最終的に消費されるう。ロセスを

縦方向の流れとして表現している．転換部門を横方向

にみると，＋が2次エネルギーの生産を，一が1次工

427

ネルギーの投入を表わしている．

エネルギーバランス表は以前は「エネルギーマトリ

クス」と呼ばれ，数値や表現方法に若干の問題があっ

たが，最近は大幅に改良され国際的にも優れたエネル

ギー統計となっている．

この統計は，民間の機関によって作成された統計で

あるものの(もとの統計は政府統計である),わが国のエネ

ルギー統計の代表といえるものである．ただ不幸にし

て同研究所の会員のみ配布にとどまっているのが惜し

まれる．本来ならば，通産省でこのエネルギー・バラ

ンス表に匹敵する公的統計を刊行する必要があろう．

4．個別のエネルギー統計

ここではエネルギー源別の統計の概説をするととも

に，紙数その他の関係で本特集には掲載されなかった

統計については若干の補足説明を行うことにしよう．

4．1電力統計

電力統計については，本特集で電力中央研究所の植

木滋之氏が詳細な説明をなさっておられるのでほとん

どここで説明する必要はないのでごく簡単に触れてお

くにとどめよう．電力統計には非公開統計をいれると

かなり多数の詳細な統計があり，おそらく最も統計の

整備した産業のひとつであろう．これは電気事業が公

益事業でありさまざまな法的規制があること，電力会

社の規模が大きく数が少ないこと，電気はもともと計

測しやすいことなどの理由が挙げられよう．しかし，

一般の人々が利用する上では，最もポピュラーな「電

気事業便覧」だけでほとんど十分であろう．「電気

事業便覧」は小型の統計書としては，大変に良くま

とまった統計である．（もっとも細かくみていくと，

一部ではあるが供給や需要の分類が，なかなか理解し

にくく，また使いにくい面もないわけではない．たと

えば電力供給側に関する統計を，「電気事業」と「自

家発」と単純に分類できるとはかぎらない.）

電力の統計としては「電力需給の概要｣，「電源開発

の概要」なども広く利用されている．「電力需給の概

要」は，電力需給計画，電力需給実績を中心に，「電

源開発の概要」は電源開発基本計画，電力施設計画，

電力設備投資，電源地域整備などについて説明してい

るものである．

4．2石油統計

石油はわが国にとって最も重要なエネルギー源であ

るが，その統計は必ずしも一般の人々に使いやすい形

で整備されているとはいえないように思う．これは,、

－ 2 3 －
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石油産業が電気事業のようにはすっきりした産業構成

になっていないことによるものであろう．これにはわ

が国の石油産業成立をめぐる複雑な経緯や，石油製品

が電力などと異なり通常の商品と同様にどこでも販売

可能であるために競争条件が厳しいことなどによるも

のであろう.(図-1参照）

石油に関する統計の例としては，石油鉱業連盟によ

る「わが国石油開発の現状｣，石油連盟による「内外石

油資料｣，日本石油株式会社による「石油統計表｣，石

油公団・石油鉱業連盟による「石油開発関係資料｣，

資源エネルギー庁石油部による「石油資料｣，石油連盟

による「わが国の輸入原油」などいろいろ知られてい

るが，最もポピュラーであり，一般の人々に使いやす

いのは「石油資料」であろう．

その主な内容は石油供給計画，原油・石油製品需給，

精製・元売，流通,LPガス，備蓄，開発，予算・税

制，国際石油情勢などなど石油に関する主な分野をカ

バーしている．これは電力統計の「電気事業便覧｣，

ガス統計の「ガス統計便覧」に対応するものである．

石油関連の統計の詳細は，本特集のシェル興産株式

会社の久保弘美氏の報告をご覧になると良い．

4．3ガス統計

ガスは本統計特集には含まれていないが，この分野

の公表統計は比較的少ない．ガス事業は公益事業であ

表2需要家数別一般ガス事業者

（昭和61年4月現在）

(注）需要家数はメーター取付数である．

出所ガス事業便覧

っても，電気事業と異なり非常に多数の事業者によっ

て構成されていることが原因であるのかもしれない．

表2に見られるように昭和61年度現在で一般ガス事業

者が全国で247社もある．その規模にはかなりバラツ

キがあり，3社合計の需要家数で67％を占める東京瓦

斯，大阪瓦斯，東邦瓦斯などの大手がある一方，中小

都市を対象とした需要家数10万以下のガス事業者が極

めて多数存在している．

ガス事業関係の統計として広く知られているのは，

「ガス事業便覧」，「ガス事業統計年報」，「ガス事業

統計月報」の3点であり，通産省資源エネルギー庁ガ

ス事業課（あるいはガス保安課）の編集あるいは監修

のもとに（社)日本ガス協会より発行されている．これ

らは主に一般ガス事業統計を収録したものである．

(1)ガス事業便覧

ガス事業便覧は，最も簡便なガス統計であり，わが

国のガス事業の現状と推移の概要を収録したもので昭

和39年から発行されている．「ガス事業便覧」の主な

項目は次の通りである．

①事業者一覧

前述のように，ガス事業は極めて多数の事業者を

抱えているため，ガス事業便覧ではまず，一般事

業者数について，資本金別，需要家数別，従業数別，

原料別に概略が示されている．また個々 のガス事業者

についてはその名称，住所などとともに資本金，需要

家数，ガス販売量，従業者数，ガス熱量の概要が示さ

れている．

②ガス需要

業務提携

マ③ e e ⑧

L旦本海||牽河|岡厩

e ③共石

鹿島ll富士H日鉱

業務提携 業務提携

●認③

[副団
②

（注）①エッソイースタンがエ･ｿソ石油及び東燃へ出資
②モービルペトロリアムがモービル不i油，東燃，極東へ出資
③ニチモウがキグナス石油及び日網孑i油梢製へ出資

O……元売･精製兼業
○・・・…元売
に．……糖製

出所石油資料＝エー……業務提携

図－1我が国石油精製・元売業資本提携関係図

（元売会社を中心とした）

－24－

需妻蒙藪～進達 私営 公営 計

1,000個以下

1,001～2,000

2,001～3,000

3,001～4,000

4,001～5,000

5,001～10,000

10,001～50,000

50,001～100,000

100,001～300,000

300,001～500,000

500,001個以上

2

17

21

15

14

25

55

10

８
３
４

－
９
４
９
３
０
５

１

２
１

2

1

－

－

2

26

35

24

17

45

70

12

９
３
４

△ 計に． 174 73 247
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この統計では，需要家数ならびに販売量の統計が示

されている．しかし他のエネルギー統計と異なり，そ

の部門は家庭用，商業用，工業用，その他用の4分類

に留まっている．これは，従来，ガス需要が家庭用，

商業用が中心であったことによるものであろう．ガス

には大きく石炭系，石油系，天然ガス系などのさまざ

まな種別があり，その生産量ばかりでなく他産業等か

らの購入量も統計の一部として必要である．その他に

原料消費量，都道府県別ガス販売量・普及率なども収

録されている．

③ガス供給計画

これは，一般ガス普及計画，一般ガス需給計画，ガ

ス製造設備計画，ガスホルダー設備計画，導管設備計

画，設備投資計画，一般ガス家庭用ガス機器普及計画

等を示したものである．

④経理

経理に関しては，財務諸表，貸借対照表，損益計算

書，設備投資，設備投資資金調達，財政資金などが主

として全一般ガス事業者の合計として収録されている．

⑤施設

施設としては，ガス発生設備，ガス貯蔵設備，導管

延長数などの概略力：示されている．

⑥ガス事故統計

集合住宅の増加などにより，ガスによる事故は最近

注目されることが多いが，この統計は，コンロ，湯沸

器，ストーブ，風呂釜などによる需要家側の事故の統

計を収録したものである．ちなみに最近の年間のガス

事故は数十件のオーダーである．（一般ガス事業者分，

全国）

⑦簡易ガス統計

簡易ガス事業とは，一般の需要に応じ，制令で定め

る簡易ガス発生設備においてガスを発生させ，導管に

よりこれを供給する事業であって，1つの団地内にお

けるガスの供給地点の数が70以上のものをいう．〔ガス

事業便覧60年度現在，全国で事業者1688,供給地点数

144万となっているが，簡易ガスに関する統計はあま

り整備されていないようである．

(2)ガス事業統計月報

月報は，統計法にもとずくガス事業生産動態統計調

査規則により実施された一般ガス事業の生産に関する

統計調査の実績を公表するもので，現在のフォームが

定着したのは昭和36年である．月報に収録した統計調

査の実績は，ガス事業法に規定する一般ガス事業者の

工場（事業場を含む）について全数調査したものであ
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る．

月報の主な内容は,I.概況，Ⅱ、ガス生産量およ

び購入量，Ⅲ、ガス販売量および需要家数，Ⅳ、原料

消費量,V.副産物，Ⅵ、労務，Ⅶ、関連統計等とな

っている．

(3)ガス事業年報

年報は一般ガス事業者から提出された製造，供給，

副産物，設備投資などに関する年間（1～12月）の統

計を集計編集したものである．月報と同様に事業者別

の統計が収録されている．月報と年報とは数値が異な

る場合もあるが，これは月報の公表後訂正があったた

めであり，年報の方が確定値となっている．年報の内

容は概況の外，営業，製造，供給，副産物，電力・資

材，設備投資などに関する統計が収録されている．

(4)ガス事業の統計の特徴

ガス事業の特徴としてはつぎのようなものがあげら

れる．

①電気事業などと較べると利用できる統計の数が少な

い．

②個別のガス事業者に関する統計が多く，わが国全体と

して（あるいは地域別に）ガス事業の全体像をつかみ

易い形になっていない．（たとえば，ガス料金）

③上記では触れなかったが，統計とは別に，ガス事業

に関する一般的知識を紹介した文献が少ない．これは

ガス事業以外の人々がガスに関する調査分析を行わざ

るを得ないときに大変不便を感ずる．日本ガス協会等

ではガスエ業の概要に関するなん冊かの文献が刊行さ

れているが，出版時期が古かったり内容が専門的であ

り一般の人々が利用する上ではやや問題があるようで

ある．ぜひ利用しやすく，かつ本研究会の読者層程度

を対象とした参考書の刊行を望みたい．

4．4石炭その他の統計

石炭は，昭和35年以降になると，廉価な石油の導入

によって，エネルギーとしての地位が著しく低下した

が，石油危機後は，エネルギー源多様化の一環として

輸入石炭を中心に需要が再び増加した．

一般に石炭関係の統計は，エネルギー生産・需給統

計年報を見るのがよいであろう．石炭生産，炭坑資材

炭坑労務，石炭需給等に関する統計が収録されている．

しかし近年重要になった輸入炭関係の統計は比較的簡

単である．

石炭一般の知識を得るには，資源産業新聞社刊の

「コールノート」22)が便利である．同書には，石炭関

連情勢，国内石炭鉱業，需給，海外石炭資源開発，石

－ 2 5 －
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炭利用技術の開発，コールチェーン，環境規制，関連

業界の動向，石炭の基礎知識など多様な情報があり，

統計や便覧の少ないこの分野での重要な情報源となっ

ている．

統計によってエネルギーの需要側に関する統計が格段

に充実したことは確かである．

ここでは後者について補足説明をしておく．「石油

等消費動態統計年報」は，統計法に基づく商鉱業石油

等消費統計調査規則によって毎月末日現在で実施され

た石油等消費動態統計調査の結果を通産省大臣官房調

査統計部が編集公表したものである．

この統計の特徴は，エネルギー消費を部門別ばかり

でなく用途別，エネルギー別に捉えたことである．つ

まり燃料消費をボイラ用，原料用，直接加熱用，その

他用に，電力消費を，加熱用，電解用，動力その他用

に分類している．それぞれの分類の詳細は表3の通り

である．

また調査対象の業種ならびに指定生産品目は表4の

ようになっている．

本統計の主な内容は次の通りである．

I.鉱工業関係

1．業種別エネルギー消費量

業種別のエネルギー消費が固有単位ならびに熱量

単位で示されている．

2．燃料受払

各部門毎に，燃料別，用途別の統計が示されてい

る．サンプルとして化学繊維工業のデータをあげて

おこう．（表5）

3．電力受払

各部門毎に電力需要の用途別の統計が収録されて

いる．電力供給のうち自家発に関しては石油系火力，

石炭系火力，その他火力，水力その他の種別が示さ

れている．

5．エネルギー需要構造の統計

いままで説明してきた統計の多くは供給側にウェイ

トがある．しかしエネルギー問題を検討する上では，

需要側についても詳細な検討をする必要がある．需要

側の詳細な統計はごく最近まで作られていなかったが，

通産省調査統計部により，昭和55，6年頃よりから｢エ

ネルギー消費構造統計」（昭和58年度より「石油等消費

構造統計」と改称)，「石油等消費動態統計」が作成さ

れるようになった．2つの統計は非常に類似している

ので両者の関係は分かりにくいが，「石油等消費構造

統計」の方はその産業分類が，工業統計表に対応して

いるようであり，後者よりデータのカバーレッジが高

い．またデータは暦年ベースである．後者では指定

生産品目についての月次データが利用できるようにな

っている．

これらの統計はまだ4～5年分のデータ蓄積しかな

く時系列的な分析に適していないことのほか，データ

自身が全数調査でないので，データによっては多少問

題があるかも知れない．

またエネルギーバランス表のような体系的表現をと

っていないので，エネルギー転換部門と他の部門との

データ表現が2重になっているところｶﾐあったり，商

業関係の統計が不十分であることも問題点としてあげ

られる．しかしこのような問題点があってもこれらの

表3石油等消費動態統計におけるエネルギー消費の分類

石油等消費動態統計年報より作成

－ 2 6－

燃料消費 電力消費

ボ
イ
ラ
用

自家発電用ボイラ及び生産工程用

の一般ボイラで燃焼させた燃料の

数量である．

加
熱
用

電気加熱炉，電気溶解炉等の電

気炉及びこれらの設備と類似の

設備で使用した電気量である．

原
料
用

燃焼を目的とせず，他の製品を生

産するための原料として使用した

数量である．

電
解
用

電気分解のため使用した電力量

である．

直
接
加
熱
用

溶鉱炉,転炉,溶解炉,加熱炉等の

各種工業炉及びこれらの設備と類

似の設備で燃焼させた燃料の数量

である．

動
力
用

モーター等で使用した電力量で

ある．

そ
の
他
用

原料用,直接加熱用，ボイラ用以外

の構内運搬,試運転検査用,冷暖房

用，厨房用及び自家発電用の内燃

機関で使用した燃料の数量であ

そ
の
他
用

加熱用，電解用，動用以外の用

途に使用した電力量である．
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表4石油等消費動態統計年報の調査対象

沈玖，ソエUJ

阻鋼，鋼半製品

品，鋳鋼品，善
間圧延鋼材（再

を除く.）普通鋼
上鋼材，特殊鍋

材，鋼管,みが

線類及び鉄掛瑚ロ
鋳鉄管（専業メ
左降で､

鍛鋼

圖鋼熱

E鋼材

合間仕

E延錨

:棒鋼
三製品

鉱

全信男＋斗h全

力皇

工

業

L一

4 ．蒸気受払とが目的であるが，海外のエネルギー統計，統計以外

蒸気もエネルギーとして，その消費が生産工程用の便覧も含めポピュラーな範囲で簡単に説明しておこ

なのか，自家発その他用なのかが示されている．う・

5．指定雄産品目別統計①エネルギー統計資料（国内編,同海外編）

各指定生産項目毎に，エネルギー種別に消費量が 日本エネルギー経済研究所エネルギー計量分析セン

収録されている．用途別についての統計は含まれてターで，さまざまな統計を整理統合して作成したもの

いない． で，さまざまな作業をするうえで大変便利なものであ

Ⅱ．商 業関 係ったが，1回きりの刊行であったのは大変残念である．

ここでいう商業関係とは百貨店，セルフ店を指す．その後，この統計の内容はデータベースとして販売さ

エネルギー別，用途別データが示されているが，鉱工れているようである．

業データと較べるとかなり整備が不十分である．一般②国際連合エネルギー統計年鑑

に業務用のエネルギー統計の作成や推計は大変に難しこれは国際連合国際経済社会総局統計局が作成し’

い， 日本語に翻訳されたもので，国別の固体燃料，原油，

石油製品，天然ガス液，ガス質燃料の生産，取引，消
6．その他エネルギーに関する諸統計

費についての統計が収録されている.800頁近い大部
ならびに便覧

な統計である．

本稿は，わが国のエネルギー統計の概略を述べるこ ③エネルギー総合便覧

－ 2 7－

部
門

調査対象業種及び業態 指定生産品目
部
門

調査対象業種及び業態 指定生産品目(群）

金属鉱業 金属鉱物

石炭鉱業 石炭

化学繊維工業 化学繊維

毛織物染色整理業 毛織物染色整理製品

織物染色整理業 織物染色整理製品

パルプ・紙・板紙工業

ノぐル プ

紙

板 紙

化学工業

石油化学製品
アンモニア及びアンモ
ニア誘導品

ソーダ

高圧ガス
ァルゴン）

工業薬品

(酸素，窒素

無機薬品及び顔料（酸
化チタン，活性炭，亜
鉛華，酸化鉄）
油脂製品及び界面活性
剤

石油製品工業
石油製品（グリースを
除く）

ゴム製品工業 タイヤ及びチューブ

窯業土石製品工業

ト
ス
灰
瓦
品

ン
ラ
練
製

メ
ガ
火
素

セ
板
石
耐
炭

ガラス製品工業 ガラス製品

ほう ろう鉄器工業 ほ つ ろ つ 鉄器
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表5化学繊維工業の用途別の燃料消費（例）

ｕ
即
罪
印
加

注1．原油換算値は9400kcal／4である．

2．都市ガス(A)は単純集計値．都市ガス(B)は1000kcal／㎡換算値である 出所石油等消費動態統計年報

石油，石炭，電力，原子力，ガス，新エネルギーを

カバーした市販の便覧である．座右に置くのに便利で

ある．

④生産動態統計

これに関しては機械統計年報，化学統計年報など分

野別に統計がある．これらの統計にはその部門のエネ

ルギー統計が含まれている．これを直接にエネルギー

データとして使うことは少ないように思える．

⑤エネルギー生産・需給統計年報

上記統計のエネルギー関連の統計である．内容は石

油と石炭・コークスが中心である．石油や石炭の統計

を詳しくみる場合には本統計を用いるものと思われる

が，利用しやすさにやや難がある．

⑥運輸経済統計要覧

この統計を利用すれば輸送関係の統計を知ることが

できる．鉄道，乗用車，トラック，バス，海運（内航，

外航）などの部門毎のエネルギー需要が収録されてい

る．本統計は運輸大臣官房情報管理部編で，（財)運輸

経済研究センターの発行である．

⑦原子力ポケットブック

日本原子力会議によって発行されているが統計書で

なく原子力関係の便覧である．原子力関係では「原子

力発電便覧」なども広く利用されている．原子力関係

の文献では時系列型の普通の統計が少ないように思え

る．

③LNG便覧

LNGも統計や情報が少ない分野であるが，この文

献は日本LNG会議によって作成された詳細な便覧で

あるが統計はほとんど含まれていない．

⑨日本統計年鑑

世界統計年鑑，県統計年鑑の中間に属するものであ

り伝統ある統計であるが，エネルギー関係の統計とし

ては，基本的なエネルギー関連の統計が示されている

程度である．

7．エネルギー統計とデータベース

エネルギー統計に限らないが，統計はデータベース

化しておくと便利である．近年は政府統計もコンピュ

ータで利用しやすいように整備されつつあり，たとえ

ば「石油等消費構造統計」なども磁気テープ°として利

用可能になっているようである．しかし最近は大型コ

ンピュータを用いなくとも16ビットのパーソナルコン

ピュータと統計解析ソフトウエアを組み合わせて用い

ればかなりの高度な作業を行うことができる．たとえ

ば，単純な計算から始まって回帰分析，その他の各種

の多変量分析，モデルによるシミュレーション，グラ

フ作成，表作成など通常の業務に必要な作業はほとん

どパソコン上で処理できる．パソコンを利用すると手

－28－

単位 受入

消 費

へ 計仁］ ）
ボイラ用
暖厨房等
専用のも
のを除く
（

ボイラ用以外に使用したもの

計
直接
加熱用

その

他用

払出 年末在庫

M

″
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

″
４
Ｌ

〃

M

t

1000㎡

〃

2,495,5562,414,4212,206,690207,731123,57384,15899,305145,760

2,113,8092,048,8641,843,539205,325121,52783,79899,305116,790
314314314314

14,50514,1641,62612,5387,6844,8549831,604

1,1301,12851，1231,12317

1,627,4791,563,0131,411,408151,605100,79550,81079,51682,808

23,87224,00512,31311,6929,9381,75412,143

2913113065-5521

1,603,3161,538,6971,398789139,90890,85749,05179,51080,644

73,72173,48373,4832,763

28,94726,16610526,0616,92119,1402,836506

271,826278,913278,913---11,00924,646

381,747365,557363,1512"4062,04636028,971

559,781535,890535,890-42,751
2,3752,3752,3751,926449

2,2622,2622,2621,924338
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計算や大型コンピュータによる作業より1桁位作業速

度力：速いことが多い．むしろ以上述べてきたような統

計を小規模に利用する場合では，大型コンピュータは

ほとんど必要ないといってよいくらいである．このよ

うなハードウェア・ソフトウェアの進歩に対応して今

後統計も逐次データベース化して販売されることが望

ましい．この場合のデータベースとは必ずしも大規模

なものでなく，むしろ「電気事業便覧｣，「石油資料｣，

「ガス事業便覧」程度のコンパクトな統計のデータベ

ースがフロッピィなどの形で提供されることが望まし

い．（といってもデータ時系列数は数百から2000程度

あるいはそれ以上になる可能性がある.）

現在，公的に利用可能なエネルギーデータベースは

あまり多くはない．（ただし，企業・研究所で内部用

に用いられているものがかなりあるものと推定される）

その数少ない例としては前記のものの外，日経セン

ターあるいは日本エネルギー経済研究所エネルギー計

量分析センターなどによるものが知られている．前者

の中にはエネルギーバランス表やエネルギーモデルが

含まれており，後者はエネルギー価格，資源，需給，

設備などかなり広い範囲のデータが入っているようで

ある§5)．いずれも電話回線によるコンピュータ通信

で利用できるが，利用者側からみるとコスト的に問題

があるように思える．利用者側からみるとフロッピィ

などのような利用しやすい形で提供されるのがよいが，

現実には供給コスト，需要者数，著作権，プロテクト

などいろいろ問題があり難しいようである．

8．あとがき

分野が多岐にわたるため，やや不十分な解説となっ

たが，エネルギー統計に日頃なじみのない読者の方々

に参考になれば幸いである．なお，本稿のうち，ガス

統計の部分は（社)日本ガス協会のご協力を得た．厚く

お礼を申し上げたい．
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